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五島市監査委員公表第２号 

 

令和７年１１月１９日に提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１

項の規定に基づく住民監査請求について、同条第５項の規定に基づき監査を行ったので、同項

の規定により公表する。 

 

 

令和８年１月１６日 

 

                     五島市監査委員 米 山 尚 志 

                     五島市監査委員 山 田 洋 子 
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第１ 請求の内容 

１ 請求人 （略） 

２ 請求書の提出日 

令和７年１１月１９日 

３ 請求の要旨 

請求書に記載されている事項及びこれに添付された事実を証する書面によると、請求の

要旨は、次のとおりである。 

なお、下記の請求の要旨、請求の理由、結論及び請求する措置については、特定の個人

を識別できるものを除き本件請求書の原文のまま記載した。 

１．請求の要旨 

五島市長 出口 太(以下「市長」という)は、令和７年１０月３日、請求人の母 (略)

の不幸に際し、請求人の意思確認が適切に行わないまま市長名義の弔電を送付

し、これにかかる費用(以下「本件支出」という)を市の公金から支出した。本件

弔電の送付にかかった費用全額を損害額と認定し、市長 出口太 個人に対し要し

た費用金７８０円(証拠５号証)を五島市へ返還させるよう勧告すること、並びに

請求する措置(後記４記載)を講ずるよう勧告することを求める。 

２．請求の理由 

本件支出は、以下の理由により、違法かつ不当な公金の支出である。 

(1) 法的根拠の欠如(法律による行政の原理への違反)  

地方自治法によれば、市長の事務は法令または条例、規則に基づくものに限ら

れる。しかし、請求人が情報公開請求により確認したところ、本市には市長名義

での弔電送付を定めた条例や規則が存在しない(証拠２号証)。法的根拠に基づか

ず、市長の恣意的な判断で漫然と公金を支出する行為は、「法律による行政の原

理」を逸脱した違法な公権力の行使であり、地方自治法第１４９条(市長の事務)

の範囲を逸脱している疑いが強い。 

(2) 個人情報の違法な内部流用(目的外利用) 

遺族が葬儀社を通じて市市民課に提出した「死亡報告書」(証拠３号証)は、本

来の行政手続(住民基本台帳の抹消、広報誌掲載等)のために収集された個人情報

である。これを、法的根拠のない弔電発送事務のために市長秘書係が流用する行

為は、本人の同意(弔電希望の確認)がない限り、個人情報保護法および五島市個

人情報保護条例に違反する「目的外利用」である。本件において市はその同意確

認を怠っており、違法性は明らかである。 

(3) 市の管理監督責任の放棄と、それに伴う公金の浪費(不当な支出) 

市は、弔電送付の可否確認について「葬儀社に協力を要請していた」と弁明す 
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る(証拠４号証)。しかし、本件において喪主である請求人は、広報誌および新聞

へのお悔やみ掲載以外について葬儀社から一切の確認を受けていない(証拠４号

証)。市自身も、その後の調査で「一部の葬儀社において、ご遺族様への事前確認

が十分に行われていない事例がある」と、運用体制の破綻を認めている(証拠４

号証)。 

これは、以下の点で市長の重大な過失を示すものである。 

① 責任転嫁の不可能性：葬儀社は公金を支出する主体ではなく、あくまで一民

間事業者である。公金の適正な支出を担保する最終的な責任は、民間事業者に

「協力を要請」した市自身、すなわち公金支出の最高責任者である市長にある。 

② 管理監督責任の欠如：市は、公金支出の前提となる「本人の同意確認」とい

う重要な事務を民間事業者に委ねながら、その実施状況を監督・指導せず、漫

然と放置した。 

③ 結果としての不当支出：この管理監督の失敗(過失)により、市は受取を拒絶

する請求人に対し一方的に弔電を送付し、これに要した費用金７８０円を無駄

に支出させた。 

市の弁明(「葬儀社が徹底しなかった」)は、責任転嫁であると同時に、市自らが

「管理監督責任を果たさなかったために公金を無駄にした」と自白しているに等

しい。この過失による公金の損害は、市長個人が負うべきである。 

(4) 公平・公正の原則(地方自治法第１条の２)への違反 

弔電送付の対象や範囲(新聞掲載者のみ等)が、明確な基準なく市長の個人的裁

量や慣例に委ねられている現状は、行政サービスとしての公平性・公正性を欠い

ている。特に本件のように、市長と政治的対立関係にある市民に対し、一方的に

市長名の弔電を送りつける行為は、行政の中立性を損なうだけでなく、市民の精

神的平穏を害するものであり、地方自治法第１条の２が定める「住民の福祉の増

進」に逆行する不当な事務執行である。 

３．結 論 

市の「葬儀社の落ち度」という主張は、自らの管理監督責任の放棄を認めるもの

です。「民間事業者が確認を怠ったから公金を無駄にした」のではなく、「民間事業

者が確認を怠る可能性があるにもかかわらず、それを監督・指導せずに公金支出を

続けた市長の過失」が本質的な問題です。 

４．請求する措置 

以上の理由により、監査委員に対し、以下の措置を講ずるよう勧告することを求

める。 
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１．本件弔電の送付にかかった費用全額を市の損害額と認定し、市長 出口 太個 

人に対し要した費用金７８０円を五島市へ返還させること。 

２．今後、法的根拠(規則・要綱)のない市長名義での弔電支出を直ちに停止するこ

と。 

３．仮に弔意を示す必要がある場合は、市長個人名ではなく「五島市」の機関名(ま

たは自治体名義)とし、必ず事前に遺族の受取意思を確認する体制を厳格化する

こと。 

 

４ 請求の要件審査 

本件請求は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条に規定する形式的要件

を具備しているものと認め、受理した。 

第２ 監査の実施 

１ 監査対象機関及び部局 

(1) 監査対象機関 市長 

(2) 監査対象部局 総務企画部総務課 

２ 請求人の証拠の提出及び陳述 

(1) 請求人の証拠の提出及び陳述 

地方自治法第２４２条第７項の規定により、請求人の証拠の提出及び陳述の機会を

設けたところ、請求人は令和７年１２月１７日に新たな証拠を提出し、同日陳述を行

った。陳述の際、同条第８項の規定により関係職員が立ち会った。 

(2) 請求人の陳述の概要 

請求人の陳述の概要は、次のとおりである。 

ア 証拠１０「死亡報告」において、弔電送付の希望の有無を確認する記載欄はない。

また、市長の決裁欄もないから、市長の弔意は確認できないので、差出人は「五島市」

のみに変更すべきである。 

イ 弔電の送付は、公金を無駄に支出し、地方自治法の「最小の経費で最大の効果」に

違反している。 

ウ 弔電の送付事務の欠陥を市は自ら認めているから、損害の発生には過失がある。 

エ 反社会的勢力への対応について、五島市暴力団排除条例等を無視しており、コンプ

ライアンス意識が欠如している。 

オ 遺族の心情を害したのは、市長個人の名前による弔電が送付されたことであり、市

長本人の謝罪があれば、住民監査請求は行っていない。 

カ 証拠１１で示すとおり裁判例では「弔意は私的なものであり、公務ではない。」から
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地方自治法第２３２条の２第１項（寄付の制限）に違反し、違法である。 

３ 関係職員の陳述及び調査 

(1) 関係職員の陳述 

ア 関係職員の陳述 

地方自治法第２４２条第８項の規定により、令和７年１２月１７日に総務企画部総

務課秘書係長から陳述の聴取を行った。その際、請求人が立ち会った。 

イ 関係職員の陳述の概要 

関係職員の陳述の概要は、次のとおりである。 

(ｱ） 本件弔電は、令和７年１０月３日付けで請求人実母の葬儀に際して葬儀社から

提出された死亡報告を基に、市の秘書係が弔電送付を依頼したものである。弔電の

事務処理は、葬儀社が必要事項を遺族に確認して死亡報告を市民課経由で秘書係に

提出し、秘書係が弔電を送付し、届いた弔電を葬儀社が遺族へ渡す。弔電は基本的

に死亡報告が提出された全ての遺族に送付し、市の規則には特段の定めはないが、

秘書係の事務として位置付けられている。 

(ｲ) 「本件弔電の送付にかかった費用全額を損害額と認定し」という主張に対して、

地方自治法第２条第２項は「普通地方公共団体は、地域における事務（中略）を処

理する。」と規定し、弔電の送付は、地域における事務に含まれるため、違法・不当

な公金支出とは認められない。 

(ｳ) 「個人情報の違法な内部流用（目的外利用）」という主張に対して、「死亡報告」

は市の広報又は新聞社への掲載依頼のための情報提供を目的として市民課ではな

く総務課秘書係が入手した情報であり、違法な内部流用という指摘には当たらない。 

(ｴ) 「公金の浪費（不当な支出）」という主張に対して、県内でも多くの市で弔電の

送付を行っており、費用は最も安価となるよう配慮している。また、一般的に弔電

は遺族の了解を得て送付するものではないため、本件支出を違法又は不当なものと

する理由には当たらないと考える。 

(ｵ) 「公平・公正の原則への違反」という主張に対して、原則として全ての遺族に対

して同一の基準で対応しているので、請求の主張には理由がない。 

(2) 書面調査 

令和７年１１月２６日に総務企画部総務課長に対して関係書類の提出を求め、書面調

査を行った。 

４ 監査対象事項 

地方自治法第２４２条第１項に規定する住民監査請求は、普通地方公共団体の住民は、

当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若しくは委員又は当該普通地方公共団体の職

員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約の締
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結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担（以下「財務会計上の行為」という。）が

ある（当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合を含む。）と認める

とき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実

（以下「怠る事実」という。）があると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委

員に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事実を改

め、又は当該行為若しくは怠る事実によって当該普通地方公共団体の被った損害を補填す

るために必要な措置を講ずべきことを請求することができる制度である。これらを踏まえ、

本件請求書に記載されている事項及び添付された事実を証する書面の内容を審査し、次の

事項を監査の対象とした。 

  (1) 本件弔電の送付に伴う７８０円の支出は、違法又は不当な財務会計上の行為に当た

るか。 

  (2) 弔電を送付する行為は、違法な公権力の行使といえるか。 

  (3) 本件支出は、市の損害といえるか。 

なお、五島市職員措置請求書の記載事項のうち、(1)から(3)までに関するもの以外につ

いては、住民監査請求の要件を満たすとは認められないから、監査を実施しないこととし

た。 

第３ 監査の結果 

本件の請求については、理由がないものとして、棄却することに決定した。 

以下、その理由を述べる。 

１ 事実関係の確認 

監査対象事項について調査した結果、次のような事実関係を確認した。 

(1) 本件弔電の送付に係る事務処理について 

 事務処理の流れは、次のとおり。 

日  付 事 務 処 理 

令和 7年 10月 3日 

・ 死亡報告受領 

・ 新聞社へお悔やみ欄掲載情報の提供 

・ 市長へ死亡報告を提出 

・ 郵便局へ弔電送付の依頼 

・ 遺族へ弔電が届く。 

令和 7年 11月 6日 
・ 日本郵便株式会社が料金後納郵便請求書（10月分後納郵便料と

して本件請求書による弔電 780円を含む総額 330,510円）を発行 

令和7年11月18日 
・ 料金後納郵便請求書受領 

・ 支出負担行為決議書兼支出命令書を起票 

令和7年11月28日 
・ 日本郵便株式会社に対して 10 月分後納郵便料として 330,510

円を支出した。 

  (2) 弔電の送付についての事務処理について 

   ア 普通地方公共団体が処理することとされている事務について 
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(ｱ) 地方自治法第２条第２項は、「普通地方公共団体は、地域における事務及びその

他の事務で法律またはこれに基づく政令により処理することとされるものを処理す

る。」と規定している。逐条地方自治法（学陽書房）によると、「地域における事務

は、普通地方公共団体の第一義的な事務であり、普通地方公共団体の事務のほとん

どはこれに該当する。」と解説している。 

(ｲ) 地方自治法第２条第３項は、「市町村は、基礎的な地方公共団体として、第５項

において都道府県が処理するものとされているものを除き、一般的に前項の事務を

処理するものとする。」と規定している。逐条地方自治法によると、「市町村が住民

に最も身近な普通地方公共団体であり、住民の日常生活に直結する事務処理を幅広

く包括的にその任務を明らかにしたものである。」と解説している。 

イ 五島市における事務分担について 

五島市組織規則（平成１６年五島市規則第４号）は、市長及び会計管理者の権限に

属する事務を適正かつ能率的に遂行するため、必要な組織を定めており、これに基づ

き毎年度作成される「分掌事務及び係員事務分担表」では、弔電に関することは総務

企画部総務課秘書係の事務とされている。 

(3) 弔電について 

 ア 弔電とは、一般的に葬儀等に参加できない場合にお悔やみの言葉を電報で送るもの

で、日常生活の中で広く利用されている。 

 イ 五島市は、日本郵便株式会社の電報を利用している。 

 ウ 弔電は、事前に送付を希望しない申し出があった場合、市外で葬儀が行われる場合

などの一部の例外を除き、お亡くなりになった全ての五島市民の葬儀の喪主に対して

送付している。 

 エ 五島市が弔電の送付に要する費用は、一律７８０円である。 

 オ 県内でもほとんどの市が市民を対象に弔電を送付している。 

(4) 公権力の行使について 

ア 国家賠償法（昭和２２年法律第１２５号）第１条第１項は「国又は公共団体の公権

力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意又は過失によって違法に他

人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する責に任ずる。」と規定し

ていることから、公権力の行使についての判断の基準として適当である。 

イ 東京高等裁判所昭和５６年１１月１３日判決は、「同条にいう「公権力の行使」と

は、国又は公共団体の作用のうち純粋な私経済作用と同法２条によって救済される営

造物の設置又は管理作用を除くすべての作用を意味するのであって、国有林野の管理

のごときいわゆる非権力的作用もこれに含まれるものと解するのが相当である。」と判

示している。 
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(5) 財務会計の処理について 

 公金の支出に関する事務は、五島市財務規則（平成１６年五島市規則第４３号）に規

定するところにより処理されており、本件弔電に関する支出についても、(1)の表に記

載のとおり請求から支出に至るまで適正に処理されている。 

２ 監査委員の判断 

「１ 事実関係の確認」を踏まえ、次のように判断した。 

(1) 本件弔電の送付に伴う７８０円の支出は、違法又は不当な財務会計上の行為に当た

るか。 

本件弔電については、令和７年１０月３日付けで送付の依頼を行い、同日に送付され、

同年１１月６日付けで請求されたことから、同月１８日に支出負担行為決議書兼支出命

令書を作成し、同月２８日に支払いを行っていることを確認した。これらの公金の支出

に関する事務手続は、五島市財務規則の規定にのっとり行われており、なんら違法又は

不当な財務会計上の行為は確認されなかった。 

  (2) 弔電を送付する行為は、違法な公権力の行使といえるか。 

請求人は、五島市には市長名義での弔電送付を定めた条例や規則が存在しないことか

ら違法な公権力の行使と主張するので検討する。 

普通地方公共団体の事務について、地方自治法第２条第２項は、「普通地方公共団体

は、地域における事務及びその他の事務で法律またはこれに基づく政令により処理する

こととされるものを処理する。」と規定している。 

「地域における事務」については、普通地方公共団体の第一義的な事務であり、普通

地方公共団体の事務のほとんどはこれに該当するとされ、平成１８年１２月１日最高裁

判所第二小法廷判決は、「普通地方公共団体も社会的実体を有するものとして活動して

いる以上、当該普通地方公共団体の事務を遂行し対外的折衝等を行う過程において、長

又はその他の執行機関が各種団体等の主催する会合に列席するとともにその際に祝金

を主催者に交付するなどの交際をすることは、社会通念上儀礼の範囲にとどまる限り、

上記事務に随伴するものとして許容されるというべきである（最高裁昭和３８年（オ）

第４９号同３９年７月１４日第三小法廷判決・民集１８巻６号１１３３頁、最高裁昭和

６１年（行ツ）第１４４号平成元年９月５日第三小法廷判決・裁判集民事１５７号４１

９頁、最高裁平成１４年（行ヒ）第４６号同１５年３月２７日第一小法廷判決・裁判集

民事２０９号３３５頁参照）。そして、普通地方公共団体が住民の福祉の増進を図るこ

とを基本として地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うもの

とされていること（（地方自治）法１条の２第１項）などを考慮すると、その交際が特

定の事務を遂行し対外的折衝等を行う過程において具体的な目的をもってされるもの

ではなく、一般的な友好、信頼関係の維持増進自体を目的としてされるものであったか
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らといって、直ちに許されないこととなるものではなく、それが、普通地方公共団体の

上記の役割を果たすため相手方との友好、信頼関係の維持増進を図ることを目的とする

と客観的に見ることができ、かつ、社会通念上儀礼の範囲にとどまる限り、当該普通地

方公共団体の事務に含まれるものとして許容されると解するのが相当である。」と判示

している。 

これを弔電の送付についてみると、弔電とは葬儀に参列できない場合に故人への哀悼

と遺族へのお悔やみを伝える手段として広く一般的に利用されている方法であり、これ

により弔慰を伝えることは相手方との友好、信頼関係の維持増進を図ることを目的とす

るものとして客観的に見ることができ、かつ、１件当たり７８０円の支出は社会通念上

儀礼の範囲にとどまるものといえるから、普通地方公共団体の事務ということができる。 

次に、公権力の行使についてみると、裁判例では「公権力の行使とは、国又は公共団

体の作用のうち純粋な私経済作用と同法２条によって救済される営造物の設置又は管

理作用を除くすべての作用を意味する。」と判示されている。弔電の送付は、普通地方

公共団体が行政処分として優位な立場で行うものではなく、私人間で弔慰の伝達手段と

して利用されているものとなんら変わるところはないのであるから、私経済作用に含ま

れるものであり、公権力の行使には当たらない。 

したがって、弔電の送付については、市の事務であるということができ、かつ、違法

な公権力の行使であるとはいえない。 

なお、本件請求に限っては、請求人の極めて個人的な問題に端を発していることは事

実を証する書面１号からも明らかであり、個人的な事情を理由とする住民監査請求は、

市の財務行政の適正な運営を確保し、市の住民全体の利益を守ることなどを目的とする

住民監査請求制度の本来の趣旨を没却するものとして容認することはできない。 

  (3) 本件支出は、市の損害といえるか。 

(1)又は(2)によって、市に損害が生じているか検討する。 

(1)について、本件支出は弔電の送付という役務の対価として請求され、財務会計上

適正に処理され、支出されているから、市の損害とはいえない。 

(2)について、弔電の送付は地方自治法第２条第２項に規定する地域における事務で

あり、違法な公権力の行使であるともいえないから、本件支出についても市の損害とは

いえない。 

したがって、本件支出は、市の損害であるとはいえない。 

(4) 結論 

    以上のとおり、本件支出が違法又は不当な財務会計上の行為に当たるかについて検討

したが、違法又は不当な財務会計上の行為は認められず、市に損害も生じていないこと

から、請求人の主張には理由がないと判断した。 


